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課題名：環境保全型農業推進の方向性

［要約］現段階の環境保全型農業技術の経済性評価とこれらの技術に対する改良普及
員の意識を検討した結果、農薬・化学肥料を非化学的流動財に置き換える技術が、当
面の現実的な選択である。多額の固定的投資を要する技術は、政策的サポートが技術
導入の条件となり、非化学的流動財に置き換える技術の導入に伴う技術習熟コスト低
下に向けた指導が、普及組織の重要な役割である。

ｷｰﾜｰﾄﾞ（専門区分） 経営 （研究対象）環境保全
（ﾌﾘｰｷｰﾜｰﾄﾞ） 環境保全型農業 経済性 改良普及員 評価

実施機関名（主 査） 農業総合研究センター 企画調整部 経営調査室
（協力機関） 農業総合研究センター アグロ環境プロ参画各研究室
（実施期間） １９９８年度～２００２年度

［目的及び背景］
現段階までに開発された環境保全型農業技術の経済性評価を行うとともに、これらの技

術に対する改良普及員の意識を検討し、技術開発等の企画立案に資する。
［成果内容］
１．現段階における環境保全型農業技術の経済性評価（表）

技術開発の進行状況から判断し、トマト関係３技術（天敵を利用した害虫管理技術、
土壌還元消毒法、栄養診断に基づく好適窒素施肥法）、水稲関係１技術（紙マルチ田植
機による除草剤代替）、ナシ関係１技術を対象に、経済性評価を行った結果は、以下の
とおりである。
ア 「天敵」「還元消毒」等の化学合成農薬を他の非化学的流動財に置き換える技術は、
相対的に費用増加は軽微である。

イ 「マルチ内施肥法」は、既存機械の更新期に導入すれば費用は微減となるが、既存
機械の償却未了時点では費用の上昇が見込まれる。

ウ 「紙マルチ田植機」は、既存田植機の更新期に導入しても大幅な費用増加となる。
２．環境保全型農業技術に対する改良普及員の意識（図）

県内の野菜担当改良普及員を対象に、環境保全型農業技術に関するアンケート調査を
行った結果、環境保全型農業技術に対する「懐疑的」意識と「肯定的」意識の対立軸が
認められたが、いずれの立場においても、設備投資や労力増加の少ない技術、経営への
動機付けが問題の焦点として認識されている。

３．以上の調査分析から以下のことが言える。
(1)経済性評価と普及員の意識から判断すれば、農薬・化学肥料を非化学的流動財に置き換
える技術の開発が、当面の現実的な選択である。

(2)機械、施設など多額の固定的投資を要する技術は、経営内部での投資回収が困難な上、
農業者の精神的負担が大きいため、公的支援以外の農産物取引先等の支援を含む政策的
サポートの存在が技術導入の条件となる。

(3)農薬・化学肥料を非化学的流動財に置き換える技術の導入場面で発生する技術習熟コス
ト低下に向けた指導が、普及組織の重要な役割である。

［留意事項］
［普及対象地域］県下全域
［行政上の処置］
［普及状況］



[成果の概要]
表 現段階における環境保全型農業技術の経済性評価

図 普及員の典型的意識のプロット（数量化理論Ⅳ類の結果を模式化して表現）
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